
倉敷市告示第３７８号 

 倉敷市認知症ＧＰＳ端末購入費等補助金交付要綱を次のように定める。 

   令和４年６月２１日 

                      倉敷市長 伊 東 香 織         

 

                    記 

倉敷市認知症ＧＰＳ端末購入費等補助金交付要綱 

（目的等） 

第１条 この要綱は、認知症である者等に係るＧＰＳサービスを利用する者に対し、予算の範

囲内において補助金を交付することにより、認知症である者等の安全の確保及びその介護者

等の負担の軽減を図ることを目的とする。 

２ 補助金の交付に関しては、倉敷市補助金等交付規則（昭和４３年倉敷市規則第３０号）に

定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (１) 認知症である者等 次に掲げる要件の全てを満たす者をいう。  

ア 市内に住所を有する４０歳以上の者で、在宅で生活していること。 

イ 次のいずれかに該当していること。 

(ア) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５条の２第１項に規定する認知症であ

ることについて、医師の診断を受けていること。 

(イ) 介護保険法第１９条第１項に規定する要介護認定又は同条第２項に規定する要支

援認定を受けていること。 

ウ 外出後に所在不明となったことがある又はそのおそれがあること。 

(２) ＧＰＳサービス 認知症である者等が、購入又は賃借したＧＰＳ端末（人工衛星から

の信号を使って、当該端末の場所を検索し、把握することができる端末であって、スマー

トフォン（電気通信事業報告規則（昭和６３年郵政省令第４６号）第１条第２項第２２号

に規定するスマートフォンをいう。）又は携帯電話以外のものをいう。以下同じ。）を所

持し、又は認知症である者等の所持品等に取り付けることにより、認知症である者等の場

所を把握するサービスをいう。 



(３) 介護者等 認知症である者等を介護する者又は認知症である者等の家族をいう。 

（交付対象者等） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、次に掲げ

る者とする。 

 (１) 認知症である者等 

(２) 市内に住所を有する介護者等 

 (３) 第１号に掲げる者の成年後見人 

２ 前項の規定にかかわらず、認知症である者等が介護保険料を滞納している場合は、補助金

を交付しない。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、認知症である

者等がＧＰＳサービスを利用することにより、認知症等である者等の安全の確保及び介護者

等の負担の軽減を図る事業とする。 

（補助対象経費等） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲げる補

助対象事業に要する経費であって、市長が適当と認めるものとする。 

 (１) ＧＰＳ端末（ＧＰＳサービスの利用に必要な附属品等を含む。）の購入費及び月額利

用料 

 (２) ＧＰＳサービスの利用の開始に要する費用 

 (３) その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項第１号の月額利用料は、ＧＰＳサービスの利用を開始した日（ＧＰＳ端末を購入した

日又は賃借を開始した日をいう。以下同じ。）が属する月のものに限るものとする。 

 （補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の合計額とし、１万円を限度とする。 

２ この要綱による補助金の交付は、認知症である者等１人につき１回限りとする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、所定の交付申請書

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (１) 診断書その他の認知症である者等が第２条第１号イ（ア）に該当することが確認でき



る書類の写し（同号イ（イ）に該当する場合を除く。） 

 (２) ＧＰＳ端末及びＧＰＳサービスの内容が確認できる書類の写し 

 (３) 補助対象経費及びその内訳が確認できる書類の写し 

 (４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 申請者が第３条第１項第２号又は第３号に該当する場合は、当該申請者は、あらかじめ、

認知症である者等にＧＰＳサービスを利用する目的を説明しなければならない。 

（交付決定等） 

第８条 市長は、前条の交付申請書の提出があったときは、速やかにこれを審査し、補助金の

交付の適否を決定し、適当と認めるときは、所定の交付決定通知書により申請者に通知する

ものとする。 

２ 市長は、前項の規定による決定に当たり、必要な条件を付すことができる。 

３ 市長は、第１項の審査の結果、補助金を交付することが適当でないと認めるときは、所定

の不交付決定通知書により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第９条 前条の決定通知を受けた者は、ＧＰＳサービスの利用を開始した日から起算して３月

を経過する日又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、

所定の実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (１) ＧＰＳサービスの利用に係る契約書等ＧＰＳサービスの利用を開始したことが確認で

きる書類の写し 

(２) 領収書その他の補助対象経費の支払及び内訳を証する書類の写し 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （補助金額の確定等） 

第１０条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、これを審査し、補助金の交付決

定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、所定の通知書により

通知するものとする。 

 （補助金の交付等） 

第１１条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた者は、所定の請求書により速やか

に市長に補助金の交付を請求し、市長は、これに基づき補助金を交付するものとする。 

（決定の取消し等） 



第１２条 市長は、第８条第１項に規定する決定通知を受けた者が、次の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、決定の全部又は一部を取り消し、所定の通知書により通知するもの

とする。 

(１) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

 (２) 正当な理由なく、第８条第２項の規定により付した条件に違反したとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定の取消しをした場合において、既に補助金を

交付しているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 


